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２０２３年１月１６日～１５日 

世論調査（読売、ＮＨＫ） 

 

内閣支持横ばい３９％、不支持４７％…読売世論調査 

読売新聞2023/01/15 22:00 

米国に向けて出発する岸田首相（１２

日、オタワ・マクドナルド・カルティエ国際空港で） 

 読売新聞社は１３～１５日、全国世論調査を実施し、岸田内閣

の支持率は、前回（昨年１２月２～４日調査）と同じ３９％だっ

た。岸田首相が欧米で首脳会談を重ね、注目が高まる中での調査

だったが、支持率上昇にはつながらなかった。不支持率は４７％

（前回５２％）。 

 
 衆議院の解散・総選挙をいつ行うのがよいかは、「今年中」３

３％が最多で、「できるだけ早く」１８％と合わせて、年内を望

む声が５１％と過半数だった。 

 政党支持率は自民党が３６％（前回３３％）、立憲民主党が６％

（同６％）などで、無党派層は４１％（同４２％）。 

 

国民連立入り「反対」４５％、「賛成」３１％…読売世論調査 

読売新聞2023/01/15 22:00 

国民民主党の玉木代表（右）から安全保

障政策に関する提言を受け取る岸田首相（昨年１２月９日、国会

で） 

 読売新聞社が１３～１５日に実施した全国世論調査では、自民

党内で取りざたされる国民民主党の連立政権への参加について

尋ねると、「反対」が４５％で、「賛成」の３１％を上回った。与

党支持層でも「反対」が４５％で「賛成」は３７％にとどまった。 

 一方、東京電力福島第一原子力発電所の処理水の海洋放出につ

いては「賛成」が４６％で、「反対」は４３％だった。 

 

少子化対策拡充「評価」５８％、負担増は「反対」５６％…読売

世論調査 

読売新聞2023/01/15 22:00 

公園を歩く親子（神奈川県内で） 

 読売新聞社の全国世論調査で、少子化対策を大幅に拡充する岸

田首相の方針を「評価する」は５８％となり、「評価しない」は

３４％だった。一方で、少子化対策で増税を含めた国民負担が生

じることに「反対」が５６％で、「賛成」の３８％を上回った。 

 

 今後５年間の防衛費を総額４３兆円に増やすことについて聞

くと、「賛成」４３％、「反対」４９％と賛否が分かれた。防衛費

増額の財源として所得税などを増税する政府方針には、「反対」

６３％が「賛成」２８％を大きく引き離した。 

 調査は１３～１５日に実施した。 

 

新型コロナ国内初確認から 3年 「不安だ」依然 84％ NHK世

論調査 

ＮＨＫ2023年1月15日 17時42分 

  

新型コロナウイルスへの感染が国内で初めて確認されてから 15

日で3年となります。新型コロナに対する不安や感染対策、生活

への影響などについて NHK は世論調査を行いました。感染拡

大が「不安だ」という人は依然 84％と多いものの、3 年前に行

った調査からは 1 割ほど減っていて、とくに若い世代では不安

を感じる度合いが下がっていることが分かりました。 

 

NHKは、去年11月1日から12月6日にかけて全国の18歳以

上 3600 人を対象に郵送法で世論調査を行い 62.9％にあたる

2266人から回答を得ました。 

調査結果によりますと、新型コロナの感染拡大への不安について
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「非常に不安だ」と「ある程度不安だ」を合わせて 84％の人が

不安だと回答した一方、「あまり不安ではない」と「全く不安で

はない」を合わせて「不安ではない」と答えたのは16％でした。 

「不安だ」と回答した人は3年前の11月には93％、おととしの

11月には89％で徐々に減ってきています。 

 

年代別では「不安だ」と回答した人は18歳から20代は75％と

3年前と比べて13ポイント減少したほか、30代は71％で18ポ

イントの減少、40代は79％で11ポイントの減少、50代は83％

で11ポイントの減少でした。 

一方で60代は91％で5ポイントの減少、70代以上も91％で4

ポイントの減少にとどまり、比較的若い年代では不安に感じる人

が大きく減少した一方、重症化リスクの高い高齢者は減少の割合

が少なく、年々、世代による受け止めの違いが広がっていること

が分かりました。 

 

また、自分で実践している感染対策について複数回答で尋ねたと

ころ、「マスクや手洗い」は98％と、99％だった3年前と大きく

変わらず依然として多くの人が行っていた一方「密閉、密集、密

接の回避」は69％と3年前から9ポイント減少し「人との距離

をとるソーシャルディスタンス」も61％と9ポイント減少して

いました。 

政府の対応への評価と今後の対策について 

  

新型コロナをめぐる政府のこれまでの対応をどの程度評価する

か聞いたところ、「大いに評価する」と「ある程度評価する」が

合わせて55％、「あまり評価しない」と「全く評価しない」が合

わせて44％になりました。 

『評価する』は前回の調査より4ポイント減った一方、『評価し

ない』は5ポイント増えています。 

コロナ対策として、今後、政府に最も力を入れてほしいことを選

択肢から選ぶ設問では、「治療薬やワクチンの開発」が49％で最

も多く、次いで、「経済的な支援」が 20％、「治療体制の拡充」

が15％、「検査体制の拡充」が5％などとなりました。 

前回の調査と比べて、「経済的な支援」は6ポイント増えた一方、

「検査体制の拡充」は4ポイント減りました。 

「感染対策」と「経済活動の回復」のどちらに力を入れるべきか

聞いた設問では、「感染対策」と「どちらかといえば感染対策」

が合わせて 39％、「どちらかといえば経済活動」と「経済活動」

が合わせて60％でした。 

年代別では、男女ともに60代までは『経済活動』が『感染対策』

を大きく上回り、特に若い世代ほど経済活動の回復を重視する傾

向が見られました。 

新型コロナの“法律上の扱い”の賛否は 

  

新型コロナの法律上の扱いを、季節性インフルエンザと同じ位置

づけに引き下げることの賛否について聞いたところ、「賛成」と

「どちらかといえば賛成」が合わせて59％、「どちらかといえば

反対」と「反対」が合わせて40％でした。 

性別や年齢別では、男性は18歳から50代、女性は30代で『賛

成』の人が70％以上を占めました。 

『賛成』の理由について選択肢から選ぶ設問では、「感染しても

重症化しづらくなっているから」が30％、「医療機関の負担が軽

くなって必要な時に治療が受けやすくなるから」が29％、「経済

を回さないと困るから」が22％などとなっています。 

一方、『反対』の理由については、「規制が緩くなることで感染し

やすくなるから」が34％、「重症化率や致死率が季節性インフル

エンザより高いとみられるから」が32％、「公費で治療やワクチ

ンを受けられなくなるおそれがあるから」が 20％などとなって

います。 

専門家「基本的な感染対策を意識 社会や経済を回すことが大事」 

  

新型コロナウイルス対策にあたる政府の分科会メンバーで東邦

大学の舘田一博教授は「当初は未知のウイルスとして、不安を抱

えていた人が多かったが、感染拡大から 3 年を経てウイルスの

特徴や怖さ、対策を一人一人が理解できるようになってきている

ことで不安になる人が減ったと思われ、ある意味、この感染症に

対応できるようになったことを示しているのではないか。ただ、

少し油断をすると、医療現場はひっ迫し、急激な感染者数の増加

につながってしまうことは変わらない。そうしたリスクを認識し

てもらい、基本的かつ効果的な感染対策を意識しながら社会や経

済を回していくことが大事だ」と話しています。 

 


